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2023年３月期第３四半期決算 FAQ 

2023 年２月７日 

 【2023 年３月期第３四半期の実績について】 

Q１ 第３四半期の業績について、事業環境なども踏まえてセグメント別に教えてください。 

A１ 営業活動利益は前年同期比 85億円（40.5％）増加の 296億円、四半期利益（親会社所有者帰属）は 35

億円（29.2%）増加の 155億円となり、同一四半期（累計額）比較で過去最高水準での第３四半期着地

となりました。 

 

営業活動利益の主な増減要因は、以下のとおりです。 

 ICT ソリューション事業は、セキュリティ関連やネットワーク関連の案件の増加や納期遅延の改善

などもあり、増益となりました。 

 モバイル事業は、販売台数の伸び悩みに加えて、手数料条件の改定などにより手数料収入が減少し、

減益となりました。 

 半導体部品・製造装置事業は、旺盛な需要を受けて半導体・液晶パネル関連の製造装置・消耗品の

出荷が伸長し、増益となりました。 

 食糧事業は、採算の改善もあり、増益となりました。 

 鋼管事業は、米国内エネルギー投資伸長と鋼管価格上昇により、増益となりました。 

 エネルギー事業は、発電用重油や外航船向け船舶用燃料を中心とした販売が伸長し、増益となりま

した。 

 車両・車載部品事業は、需要は回復傾向にはあるものの、輸送コストの高騰が利益を圧迫し、減益

となりました。 

 

セグメント別 営業活動に係る利益／四半期利益（親会社所有者帰属）

22/3月期 23/3月期 22/3月期 23/3月期 営業活動に係る利益 当期利益（親会社帰属）

（単位：億円） ３Q実績 ３Q実績 ３Q実績 ３Q実績 (前回修正) (今回修正) (前回修正) (今回修正)

ICTソリューション 75 89 14 135 135
モバイル 26 24 ▲ 2 40 40
その他 13 21 7 31 25

114 134 20 43 56 14 206 200 96 90
食品 2 7 5 7 7
畜産 19 16 ▲ 3 21 15
食糧 22 32 10 27 33
その他 0 ▲ 0 ▲ 0 0 0

43 55 11 31 36 5 55 55 33 33
工作機械・産業機械 6 11 5 15 15
海外 12 36 24 30 39
エネルギー・化学品 他 13 45 32 45 54

31 92 61 30 53 23 90 108 48 57
航空宇宙 5 4 ▲ 2 5 5
車両・車載部品 8 4 ▲ 4 5 5
その他 ▲ 0 1 1 0 0

13 8 ▲ 5 10 6 ▲ 4 10 10 10 10
9 7 ▲ 2 6 3 ▲ 3 9 7 3 0

211 296 85 120 155 35 370 380 190 190

(参考)23/3月期見通し(参考)23/3月期見通し

合   計

営業活動に係る利益 四半期利益（親会社帰属）

電子・デバイス

食   料

鉄鋼・素材・プラント

車両・航空

増減 増減

その他、消去
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 【2023 年３月期見通しについて】 

Q２ 

 

修正後見通しに対して親会社所有者帰属四半期利益の進捗率 81.7％と標準進捗率を上回りますが、見

通しを修正しない理由をご説明ください。 

A２ 第３四半期までの業績は、コロナ禍からの需要回復にロシア・ウクライナ情勢の影響が重なり、各ト

レーディング事業分野で数量面・価格面双方の追い風が吹いた、特別な環境にはありました。また、前

期末の市況・為替変動により当期にずれ込んだ前期からの持ち越し利益が顕現しています。一方、今後

についてはインフレ抑制のための急速な金融引き締めなどによる景気減速懸念があることに加えて、

発表した連結子会社２社に対する公開買付けに伴う各種諸費用や、本社移転に伴う新旧事務所での賃

借料の重複などの費用・損失の発生を見込んでいます。 

また、畜産物など主要商品における価格下落が認められ、上期に好調だった畜産事業に失速が生じてい

る点なども懸念要因です。 

Q３ モバイル事業は引き続き前期比減益です。今後の事業見通しについてはどのように考えていますか。 

A３ 主力機種での在庫不足はほぼ解消されましたが、販売台数が伸び悩むと共に、前期からの通信キャリ

アによる手数料条件の改定などにより手数料収入も減少し減益となりました。 

当期については、入進学、入社転勤などにより販売台数が最も伸びる３月を含めた当第４四半期が前

１～３月実績と同水準にて着地する前提で、営業活動利益は通期見通しを据え置きとしています。 

中長期では、キャリアショップの閉鎖については、基本的には不採算店舗が対象となる見込みであ

り、現時点、損益に与える影響は軽微と考えていますが、都市部ではオンライン専用プランの普及も

進み来店者数の減少傾向は続くものと見ています。減少幅の大きな店舗は店舗規模の適正化（店舗移

転・スタッフ数見直し）を重点課題として着手しています。 

業界環境は厳しい状況が続くものと予想されますが、リテール分野では、一定の店舗再編後には残存

者利益を確保する競争に移行していくと考えており、キャリアの拡大方針とも重なる法人分野では、

法人向けソリューション・ビジネスの開拓・伸長に取り組んでいます。 

Q４ 北米の鋼管事業は前期に引き続き好調です。今後の事業見通しについてはどのように考えていますか。 

A４ ロシア・ウクライナ情勢により、米国ではエネルギー供給力を増大する方向への政策転換も見られたこ

とから、期初見通しを大きく上回る形で進捗しており、２Ｑに続き再度見通しを引き上げました。米国

の景気後退懸念などの不透明要因はあるものの、足元の受注は堅調であり、中国経済の「再開」がエネ

ルギー需要を後押しする期待もあり、来期にかけても順調に推移するものと見ています。 
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Q５ 円安が業績に与える影響を教えてください。 

A５ 当社の外貨建て取引は、食料セグメントを中心とした輸入ポーションが多く、大半は為替予約でヘッジ

して円価格で販売しています。円安の進行に伴い、仕入価格と販売価格は双方ともに上昇しているた

め、損益に与える影響はおおむねニュートラルとなっています。一方、海外子会社の外貨建て損益の取

り込みで数億円程度のプラスの影響があります。 

なお、B/Sへの影響としては、自己資本のうち為替の換算差額が１円の円安で約１～２億円ほど増加す

ることから、自己資本に対してはプラスの影響が生じることになります。 

Q６ ロシア・ウクライナ情勢による直接的・間接的な影響はどのようなものがありますか。 

A６ 20 年ほど前にロシアのカントリーリスク債権を処理して以降、ロシアとの取引は縮小しています。一

部仕掛中の案件がありますが、貿易保険でカバーできる見込みであり、直接的な影響はあまりないとの

認識です。ウクライナにつきましてもかつては駐在員事務所がありましたが、現在は閉鎖しており、こ

ちらについても影響は限定的です。 

ただ、原油価格や穀物価格の高止まりで国内最終客先で買い控えなどが起きると、原材料の取引量が減

少するという間接的な影響は考えられます。 

 【公開買付けについて】 

Q７ 今回の２社同時公開買付けに関して、意義や目的を教えてください。 

A７ 現中期ビジョン「future135」の重要施策として掲げている「DX」「GX」推進は、新中期経営計画（2024

年４月開始予定）においても引き続き重点施策として位置づける方針であり、DX に強みを有する兼松

エレクトロニクスと GXに強みを有する兼松サステックとの資本関係をより強固なものとし、グループ

一体経営の実現を企図しています。 

完全子会社化を通じ、グループ全体での経営資源の最適配分を行うことで従来の取組みを一層加速さ

せ、更なる協業が推進できると考えています。 

Q８ 公開買付けが成立した場合の当期業績予想および今後の業績に与える影響を教えてください。 

A８ 公開買付けの成立が３月半ばとなることから、当期、2023 年３月期の連結業績予想に与える影響は軽

微です。 

2024 年３月期以降は、いままで非支配株主持分に帰属していた両社の当期利益を 100%取り込めるほ

か、期待されるシナジーの発現による更なる業績貢献を期待しています。 

財務面に与える影響としては、本件実施に伴い、取得資金について金融機関からの借入を実施するこ

と、また、連結子会社の完全子会社化取引であるため、本公開買付けの買付け金額と対象会社の非支配

株主持分の差額が資本剰余金の減少として認識されることから、ネット DER など財務指標の一定程度

の悪化は避けられないものの、今後の収益拡大などにより改善していくものと見込んでいます。 

なお、本件実施により一時的に財務的な負荷が生じるものの、外部格付については JCR、R&Iともに現

状の格付（A-）に響く可能性は低いと公表いただいています。 
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 【投資について】 

Q９ 第３四半期での投資の進捗について教えてください。 

A９ 複数の案件が進行していますが、この第３四半期までに実行した投資案件は以下のとおりであり、当期

の投資額は約 152 億円となります。 

 兼松コミュニケーションズによる携帯電話販売代理店運営会社の買収 

 兼松エレクトロニクスによるテリロジー社との資本業務提携 

 中国で展開する日本式焼肉チェーン会社への出資 

 食品・食肉加工品の卸売業および ECによる小売業を営む会社への出資 

 写真プリントシステムインテグレーターへの出資 

 「早稲田イノベーションファンド投資事業組合」への出資 

 製造装置システムインテグレーターへの出資 

 兼松エレクトロニクスによるグローバルセキュリティエキスパート社への追加出資 

 兼松エレクトロニクスによる日本アクセス社の買収 

Q10 公開買付け後の投資についてはどのように考えていますか？ 

A10 

 

上場子会社の完全子会社化の後も持続的な成長を見据えて成長投資を実施していく方針です。 

投資金額は営業キャッシュフローの範囲内とすることを基本方針とし、財務規律としてネット DER1倍

程度をめどに財務バランスをコントロールしていく考えです。 

 【株主還元について】 

Q11 年間配当額の上限あるいは下限についての考え方はありますか。 

A11 配当性向目標を 30～35％として定めていることから、額としての定めはありませんが、継続的かつ安

定的な配当を実施するという基本方針の下、今後も当期利益伸長により年間配当額を増大させていく

考えです。 

なお、直近 20 年３月期、21年３月期と、新型コロナウイルスによる減益傾向の中でも配当額は維持し

て参りました。 
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 【脱炭素社会の実現について】 

Q12 脱炭素社会の実現に向けた兼松の取組みや考え方などを教えてください。 

A12 当社は 2021 年６月に TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に賛同を表明しました。 

環境問題は企業にとっての責務と認識しています。2022 年６月に GX 推進担当役員のもと GX 推進委員

会を新設し、脱炭素に向けた再生可能エネルギー、排出権取引、森林保全等の環境ビジネスなどの取組

みを行っています。当社グループでは資源ビジネスや石炭火力発電など環境負荷の高い事業を行って

おらず、事業活動における CO₂排出量は当社の事業規模に照らし合わせて、極めて低い水準にありま

す。当社グループの CO₂排出量の算定結果は公式ウェブページにて開示していますので、こちらをご参

照ください。 

TCFD提言に基づく情報開示 | サステナビリティ｜兼松株式会社 (kanematsu.co.jp) 

カーボンニュートラルの早期実現を目指し、2025年の目標に掲げています。 

再生可能エネルギーへの転換で CO₂排出量の削減を行い、それでも削減できない残余排出については、

温室効果ガス削減に貢献する事業などのクレジットにより均衡させることで、カーボンニュートラル

を実現します。さらに、その先も削減貢献量を積み増すことで、2030 年のカーボンネガティブ 

150,000t-CO₂、2050 年の 1,000,000 t-CO₂を目指し、わが国および国際社会の GHG 削減に寄与して参

ります。 

 

＜脱炭素社会の実現に向けての当社グループの取組み＞ 

 途上国への省エネ・再エネ技術などの普及を促進する二国間クレジット制度（JCM）を利用し、グ

ループ会社の兼松ケージーケイではベトナムの南部アンザン省に同国最大規模の太陽光発電シス

テムを導入いたしました。上記の案件を始め、当社グループにおいてはインドネシア・サウジアラ

ビア・タイ・ベトナムにて JCM案件を実行しています。 

 途上国の持続可能な森林経営を推進するための国際的な取組み（REDD+）として、当社は 2011年よ

りインドネシアのゴロンタロ州の農家によるカカオ栽培の普及を支援しています。本事業を通じ熱

帯林の保全に寄与しています。 

 当社とグループ会社のデータ・テックがインドネシア国営石油会社プルタミナと輸送トラックの燃

費改善による脱炭素化と物流効率改善への共同実証に合意し支援実証を開始しています。 

 グループ会社の兼松ペトロが持続可能な脱炭素社会の実現を目指す企業グループ「日本気候リー

ダーズ・パートナーシップ（JCLP）」へ加盟しています。 

 サプライチェーン全体の脱炭素化をお取引先さまと共に推進していくことを目指し、グループ横断

で GX アクセラレーターを組成し、GHG 削減に資する多様なソリューションを一括でご提案できる

体制を整備しました。アスエネ株式会社や農林中央金庫と協業し、本取組みを促進しています。 

 東証プライム市場に上場するすべての会社に対して求められている CDP気候変動 2022 に回答し、8

段階評価の上から 3番目であるマネジメントレベルの Bスコアを取得しました。（CDPは、英国の慈

善団体が管理する非政府組織（NGO）であり、投資家、企業、国家、地域、都市が自らの環境影響を

管理するためのグローバルな情報開示システムを運営し、企業の気候変動に対する対応状況等を評
価しています。） 

https://www.kanematsu.co.jp/sustainability/tcfd/
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以 上 

  

 【DX推進について】 

Q13 future135では「グループをあげた DX推進」を掲げていますが、その進捗を教えてください。 

A13 当社グループは、2021年７月に DX推進委員会を設置し、兼松と兼松エレクトロニクスの執行役員を委

員とし、ビジネス毎の DX 検討、グループ共通 IT 環境の整備等を推進中であり、主要グループ会社と

も各社の取組みを共有しながら進めています。具体的には、連結グループでの共通 ID化によるシステ

ム管理・運用の効率化、DX 推進により集まるデータを活用するための基盤構築、グループ内 IT資産共

通化によるコスト削減とセキュリティレベルの均質化、等を個別の分科会にて検討、推進しています。 

 

＜DX推進の実例＞ 

 社内決裁システム「HI-MAWARI」のグループ内展開と蓄積データの分析に着手 

 経費精算のアウトソーシングである「Concur」を導入 

 事業共創のためのプラットフォーム 「Business Co-Creation Center」の立上げ、AI技術を活用

した画像検査サービス「AIPENET」や倉庫管理 SaaS「KG ZAICO」の販売開始、注文受付業務を効率

化するモバイルオーダーシステム「FewTap」の提供開始、順番管理サービス「KG matoca」の販売

開始、タブレット POS レジ「KG ユビレジ」の販売開始 

 兼松エレクトロニクスにおいて、コンテナプラットフォームやサブスクリプション型の企業向け

無線サービスのソリューション提案・導入 

 兼松サステックにおいて、同社開発の地盤トータルサポートシステム「e-soil」に蓄積された、地

盤のビッグデータを活用した新規ビジネス展開ならびに同システムの外部販売 

 兼松コミュニケーションズにおいて、バックオフィスのほか製造業、建設業、小売業、医療介護の

業界別 DXソリューションを展開 

 その他グループ各社の人員に対して組織、役割に合った DXトレーニングを展開中 

 ビーフ業界に特化したデジタルメディア「Beef CREATOR」に参画 

 輸入トップシェアのオートミール市場拡大のため、 ビジネスメディア「Oatmeal BUSINESS」創刊 


